東京都障害者就労支援協議会議事録
（第４回）
平成20年８月19日（火）午後１時30分

東京都庁第二本庁舎31階特別会議室21
午後１時31分開会

○今野座長　時間になりましたので、ただいまから第４回の東京都障害者就労支援協議会を開催いたします。
　本日、東京都の人事異動により幹事の交代がありましたので、ご紹介いたします。

　資料１を見ていただきたいと思うんですが、塩見幹事にかわりまして、財団法人東京しごと財団の田倉英明事務局長でございます。

○田倉幹事　田倉でございます。どうぞよろしくお願いします。

○今野座長　本日の出席状況ですけれども、植木委員と天野委員が所用のためご欠席でございます。
　また、いつものことですが、協議会については、会議、議事録とも原則公開ということでよろしいでしょうか。よろしゅうございますね。
　今回は、本協議会のまとめの段階に入っております。起草委員会の方にはご尽力をいただきまして、行動宣言（案）として取りまとめていただいております。今回はこのたたき台をたたいていただくというのが今日の目的でございます。

　まず、資料確認と資料説明を事務局からしていただきます。

○高橋副参事　それでは私のほうから、資料確認とあわせまして、簡単に資料説明をさせていただきたいと思います。

　お手元の配付資料を確認いたします。会議次第の後に資料１がございまして、ちょっと分厚い冊子の行動宣言（案）、資料２がございます。その後に、「第１回起草委員会の発言要旨」ということで資料３がございまして、お手元の左のほうに冊子が２つ、オレンジ色のものと薄クリーム色のものがあります。ご確認はよろしいでしょうか。

　それでは引き続きまして、資料２に基づきまして、起草委員会の取りまとめていただきました行動宣言（案）についてご説明したいと思います。
　行動宣言（案）を読み上げさせていただきます。

　障害の有無にかかわらず、働く意欲のある人が適切な支援により、いきいきと働けるＴＯＫＹＯの実現をめざします。

　東京都、経済団体、企業、労働、福祉、教育などの関係機関が連携し、障害のある方の雇用・就労の推進に取り組むことにより、だれもが働きやすい社会を実現します。

　（宣言１）　障害者一人ひとりの雇用・就労を社会全体で支援します。
　（宣言２）　福祉施設から企業への就労移行を推進します。

　（宣言３）　障害者の雇用機会の拡大に取り組みます。

　（宣言４）　求人と求職のミスマッチを解消します。
と、このようなスタイルになっておりまして、「私たちは、この宣言に賛同し、次の行動指針に基づき行動します」ということで、各団体名を記載していきたい。これによりまして、これを見た企業ですとか各就労支援機関の方が、このような身近な団体の名前が挙がっていることで、よし、我々も取り組もうというような動機づけにしていただけたらという思いで、こういうスタイルをとらせていただきました。今現在、関係団体の合意につきましては、いろいろ注文がついているところもございますけれども、ほぼとれそうでございます。

　また、こちらに東京都社会福祉協議会が入っております。こちらについては直接の関係団体ではございませんけれども、福祉施設を取りまとめる東京都の代表的な機関となっておりまして、こちらを入れることにより、福祉施設からの就労を進めるに当たっての１つの契機にしたいという思いで入れさせていただきました。東京都社会福祉協議会のほうには声をかけさせていただいて、おおむね了解が得られているところでございます。

　また、事前にお配りしたものとこちらは団体の並び順が変わっております。当初、東京経営者協会様から始まった並びだったのですけれども、この宣言に責任を持つ東京都が率先して上に来るべきではないかと。実は、東京都ルールと申しまして、東京都の文書的には、自分のほうが、身分が下の者が下に来るということがございまして、そのような並びに従前していたのですけれども、この場におきましては東京都から記載して、このような順列にさせていただいております。こちらにつきましてもご意見があろうかと思いますので、この並びのことも含めて何かございましたら、後ほど意見交換のときにご意見をいただきたいと思います。

　続きまして、１つめくっていただきまして、「障害者雇用・就労推進ＴＯＫＹＯプラン（行動指針）（案）」でございます。

　こちらの行動指針（案）でございますが、基本的なスタンスといたしまして、東京にはさまざまな就労支援機関が整備されております。また、企業の側も着々と改善が見られるような状況であります。今後は、こうした就労支援事例であるとか、雇用事例の分析、紹介を通じまして、既に進んでいる先駆的な取り組みを展開させるなど、多様な企業が集積している大都市東京の特性を活かしまして、障害者一人ひとりの就労の実現を図り、首都東京から障害者雇用のムーブメントを起こしていきたいということで、このような行動指針を作成しているところでございます。

　また、先ほど申し上げました４つの宣言に基づきまして、10の視点、20の行動を掲げて取り組みますというスタイルで、２ページ目、３ページ目のほうに視点１から視点10までを掲げ、また、行動20をぶら下げているというスタイルをとってございます。

　これは既に事前配布してありますので、全文を読み上げることはいたしませんが、視点１は「都内全域で、障害者の生涯を通じた就労を支援します」です。その中で、行動１として、「各地域における就労支援ネットワークを構築します」ということと、行動２の「障害者のライフステージを通じた就労支援をします」という形で次々に書いてございます。

　視点10、「求人側と求職側の相互理解に努めます」、行動20が「ハローワーク・福祉施設・就労支援機関・企業が顔の見える関係を構築します」というところまで、今後、具体的な特に取り組んでいきたい方向性と、また具体的な行動について書いているようなスタイルをとっております。

　ちなみにですが、１枚めくっていただきまして、４ページ目になります。ではどこが取り組んでいくのかというところが具体的に見えにくいということで、積極的に取り組む機関名につきまして、ページの一番下のところに括弧書きで、例えば行動１であれば、東京労働局、ハローワーク、就労支援機関、東京障害者職業センター、東京都、東京都教育委員会ということで、行動主体となるべき機関名を下に掲げているというスタイルをとらせていただいております。
　あとの説明は、これから意見交換の中でお話しできることはしていきたいと思っておりますので、とりあえずのご説明は以上でございます。

　それで、東京労働局の福島委員のほうから、１枚、Ａ４横の「障害者職業紹介取扱状況（障害種類別）」というものを出していただいております。こちらは説明していただいたほうがよろしいですか。それとも、後々の議論のときのほうがよろしいでしょうか。
○今野座長　いや、もし必要でしたら、最初に簡単に紹介してください。
○福島委員　これは今日、この協議会で机上配付をさせていただいた資料ですけれども、この資料を出した理由は、宣言の中の一番最後に「求人と求職のミスマッチを解消します」という宣言があるんですが、ここがどうもぴんときていないのです。私もこの協議会は大分欠席をさせていただいておりますので、偉そうなことは言えないんですけれども、この宣言４の具体的に出された背景というか、その理由がよくわかっていない。今、説明を聞く限りでは、４つの宣言に基づいてそれぞれ10の視点と20の行動を掲げたというんですが、このミスマッチ解消の具体的な視点なり、行動がないものですから、ちょっとわかりにくいということが１点です。
　それから、今、障害者のミスマッチは、ハローワークがどんな現状かということをよく理解していただいたほうがいいだろうということで、この資料を出させていただきました。15年度から見ていただきたいと思うんですが、私どもは、マッチング機能をどうやって高めるかということは常日ごろ大きな課題として取り組んでおりまして、特に障害者のあっせん業務についてはここが重要なキーワードになるということです。

　平成15年度の状況を見ますと、注目をしていただきたいのが、右から２ます目に就職率のパーセント提示がありますが、障害者総数で平成15年度は29.4％の就職です。単純に言うと、４人に１人強を就職させましたよという数字なんですね。これが障害の種類別に見るとどうかということで、身体、知的、精神、その他と書かれていますが、平成15年当時は、身体が26.6％、知的が41.9％、精神が26.5％、その他が28.7％と、30％を割り込んでいたということで、まだまだ３人に１人も就職ができていない状況だった。

　その後、ハローワークのマッチング率の向上に努めた結果どうなるかということを年次を追って見ますと、平成16年度が30.3％、以下、17年度が34.8、18年度が36.2、19年度は若干落ちましたけど36.1、平成20年度はまだ年度が終わっておりませんが、４月から７月の４カ月で障害者の就職率は39.7と、いよいよ40％台に近づいてきています。
　種類別に見ると、直近の数字で申し上げますと、平成20年度の４月～７月が、身体が34.5。身体は微増というか、着実にマッチング率は出ておりますけれども、そう大幅に上がってきているわけではない。やはり知的が一番大きくマッチング率を高めている数字になっております。直近で76.5％の就職率。５年前はわずか41.9％でございます。それから、精神障害者のマッチングが非常に難しいということが、この数字を見ていただいてもおわかりいただけるかと思いますが、平成15年当時が26.5で、直近でも27.6、わずかに1.1ポイントぐらいしかマッチング率が高まっていない。

　それでは、一般の職業紹介でどの程度ハローワークがマッチングしているかということを、参考までに一番右端の欄に掲げておりますが、平成15年当時が21.2、直近では平成20年度の４月～７月が23.3。ほとんどここはマッチング率が動いていないということですね。そういうことからいくと、私どものハローワークの機関は、間違いなく障害者雇用については確実にマッチング精度というものを高めてきている。
　これは、一つ一つ言えば切りがないぐらいにいろんな創意工夫をしながらやっているわけでして、全国的に見て東京がどうかということを参考までに言うと、全国の障害者のマッチング率と東京のマッチング率は、障害者に関してはほとんど変わっていない。ほぼ同率傾向です。一般の職業紹介では、全国平均は30％ぐらいのマッチング率を持っているんですが、東京は23.3％と、一般の職業紹介ではもう少し改善する余地がありますけれども、障害者のマッチングについては、ほぼ全国平均並みのレベルになっているということでございます。
　そんなことからいって、ここで「求人と求職のミスマッチを解消します」という、非常に言葉としてはきれいなんですが、この宣言及び指針、行動の中に具体性がないということと、この求人と求職のミスマッチを解消するというのは、ハローワークをイメージして宣言をされているのか。あるいは、特別支援学校のように安定所の一部を担ってもらっていますので、そこも含めてミスマッチを解消するのか。あるいは、障害者専門校、技術専門校みたいな無料の職業紹介の届け出をしているところまで含めたミスマッチを解消しているかということも含めて、議論があったかどうか私はわかりませんので、そういうことも含めて問題提起をさせていただきたいということで、あわせて資料も出させていただきました。以上でございます。

○今野座長　もう内容に入ってしまったんですが、その前に、ほかにも資料がありますので、資料について何かご質問があったら、どうぞ。厚い報告書もここに置いてあるんですけれども、読んでおけということでしょうか。何か意図があって置いてあるんですか。

○高橋副参事　この２冊は、ちょうど委員の方は欠席だったんですけれども、１つは、社会福祉法人多摩棕櫚亭協会さんが厚労省の調査研究プロジェクトで出した報告書です。簡単にご紹介させていただきます。
　「精神障害者の就労支援ノウハウの構築のための調査研究」ということです。実は後ろのほうに資料４としまして、２ページぐらいの「新チェックリスト表」というのがついています。各就労支援事業者などで使えるような新たなチェックリスト表をつくったということでございますので、参考にしていただければ幸いということで、今日配らせていただきました。

　もう１冊の薄クリーム色のほうは、本日、行動宣言にもお名前を入れていただきました東京都社会福祉協議会さんが今年４月ぐらいにつくられたものです。こちらもやはり厚労省の研究プロジェクトということになっておりますけれども、特別支援学校の取り組みをはじめ、福祉、教育、労働の連携による就労支援でいろいろなアンケートをとって、状況調査、企業向け調査等がいろいろ出ておりますので、こちらも参考にしてください。また、後ろに「働くみんなを応援します」というＤＶＤがついていまして、15分のものですけれども、就労支援者がどういう働きをしているかというところがわかりやすいものになっておりますので、重くて恐縮ですけれども、お時間がありましたら、ぜひ試聴していただければと思っております。また、宣伝していいのかどうかわからないんですけれども、もしさらに欲しい方は、１冊1,000円で売っているということでございます。どうぞよろしくお願いいたします。以上です。

○今野座長　資料についてはよろしいですか。

　では、議論に入りたいと思います。早速福島委員から意見があったんですが、その点についてはどうですか。

○高橋副参事　事務局のほうから簡単に弁明と申しますか、福島委員がおっしゃられるとおり、求人と求職のミスマッチというのは、本来職業紹介における１対１のミスマッチ、うまくいかない状況を指すのかなとは思っているんですけれども、ここで求人と求職のミスマッチを解消したいという思いは、例えば11ページ目の「コラム１」というところで、19年３月、全国中小企業団体中央会さんの分析したものが出ているのですが、要は、障害者を受け入れる側の企業と送り出す側の福祉施設でれぞれ目指す部分が、表向きは障害者就労を推進するということで一致はしているのですが、現状はそれぞれの立場の違いがありまして相当すれ違ってしまっている状況を、総論として「求人と求職のミスマッチを解消したい」ということで考えております。

　受け入れ側の障害者雇用の阻害要因は、しばしば言われていることですけれども、「我が社には障害者のできる業務はない」というところから始まりまして、さらに専任の担当者も配置できない、障害者を研修したり、訓練を実施したりするのは難しいということ、期待する企業の公的支援は助成金の拡大であったり、障害者の能力に関する情報提供ということで、障害者そのものをまだ知らないという状況があるということ。

　また、送り出し側で言えば、理念としては障害者就労を進めるということはわかっているのだけれども、日々の作業所の運営で手いっぱいだと。また、職業訓練をする余裕がない。一般論的に言われているのが、能力のある障害者が一般就労すると、その作業所自体がもたない。また、そもそも利用者が一般就労への意欲がないというような、ここら辺の状況を解消していく必要であるということを、「企業と福祉施設のミスマッチの解消」ということをさらに縮めて、「求人と求職の解消」ということで表現してしまったのがこの宣言４です。

　東京労働局様のほうから見て、これが個別の職業紹介におけるミスマッチというふうにとられかねないので、表現を工夫したほうがいいのではないかということは事務局を通じて来ておりまして、それは承知しているところだったのですけれども、ここの１行であらわすものとしてなかなか代替案がなくて、このような表現をそのままとらせていただいているという状況ですので、工夫していきたいとは思います。

　今のところ、相対的なこういう状況をこの言葉であらわして、ミスマッチを解消したいという思いを込めさせていただいているところでございます。なので、対象が東京労働局様の職業紹介であるということではなしに、もっと広い部分をターゲットにして、いわば宣言１から４というのは、行動全部にかかっているというようなことでご理解いただきたい。ただ、その表現は多分誤解を招くのではないかと思いますので、ちょっと工夫したいとは思っております。
○今野座長　福島委員が言われたのは、宣言４でこう書いてあるけど、具体性がないと。だれを対象にして言っているのかよくわからない、そういう趣旨ですね。具体性については結局、この行動の中にあちこち入ってしまっているわけです。
　今、事務局が言ったのはちょっとそれと違って、求人、求職のミスマッチの解消と言っちゃうと、ハローワークのことばかりをイメージしてしまうので問題だということで回答したので、ちょっとずれているんですが、今、事務局が言ったようなことの問題点でいいわけですか。つまり、具体性がないということとは違う回答をしている。そうしたら、この表現を工夫すればいいということですね。

○福島委員　多分、ここで議論されている方についてはそれなりの理解が進んでいると思いますけれども、これは都民が見るわけですよね。だから、受け手側に立った議論をしないと、つまり、我々が行動宣言して満足だというわけじゃなくて、我々がこういう宣言を、だれもが当たり前のように働ける社会を目指して宣言をしましょうと。宣言をして、さらに視点を書いて、行動も書く。都民はそれを広く理解してくださいと。
　行政だけ、関係機関だけじゃなくて、都民一人ひとりがこの障害者雇用について理解をするんだということが前提となってこの協議会が始まって、この宣言をするわけで、求人と求職のミスマッチを解消しますと宣言をしたときに、だれがどういうふうにこれを解消していくかというのがないと、受け手の都民としてよくわからないんじゃないのと。

　求人と求職という単語を並べたら、多分このハローワークがやるんでしょうねということに結びつくんじゃないですかと、普通に一般都民はそう感じるんじゃないですか。そうしたら、もうちょっと具体性のあるものがなければおかしいし、具体性があるとすれば、我々は、今の資料で説明したように着実にそのミスマッチを解消しつつあって、マッチングの精度は高めているんだから、宣言の中に「求人と求職のミスマッチを解消します」というのがどうもぴんと来ないねということなんです。

　どこの項目にもかかるのはわかりますよ。だから、工夫してほしいということは再三申し上げているんです。例えば「障害者の送り出しと受け入れ先の企業のミスマッチを解消します」と言ったら、もうちょっとわかりやすいかもしれないし、宣言３の中の雇用機会の拡大につなげていくための解消というのがあってしかるべきだし、３と４をくくってしまってもいいかなというふうには思ったんです。

　そういうことも含めて、個別具体的な求人と求職という単語を使われてしまうと、広く一般都民は、ハローワークが障害者のあっせんをしている機関としては代表的な部分なので、そこが解消するような努力をどうやってしているのということがないとわからないんじゃないのと、こういう話ですね。

○宮武委員　よろしいですか。

○今野座長　はい、どうぞ。

○宮武委員　４つある中で、やはりこれだけちょっと違和感を感じたんですね。１から３までは大きな取り組みというような視点だと思うんです。ここに来るとちょっと意味がよくわからなかったんですが、要するに、今のお話を聞いていると、雇用へのバリアーの解消といいますか、阻害要因はたくさんある、不安もあると。企業側、送り出す側も不安要素がある、阻害する要因があるとしたら、一歩踏み出すためには、「雇用へのバリアーの解消」とか、そういう表現のほうがわかりやすいかと思うんですね。
○今野座長　この点についてほかにいかがですか。

○田邉委員　ミスマッチという言葉の定義がうまくされていないというのがあると思うんです。民間企業としてミスマッチというと、先ほど、就職したらマッチングしたというふうなとらえ方をされていたんですけれども、就職しても、当初企業側が要求していた能力がなくて離職していくような場合も、私どもはミスマッチだと考えるわけですね。そうしますと、単に就職したからマッチングしているんだという議論は、少し短絡というとおかしいですけれども、もう少し掘り下げないと、マッチングということにはならないんじゃないかと思うんです。

　いただいた資料で一般職業における就職率と障害者の就職率があるんですが、１年後で離職した率がどのくらいあるのかとか、そういうもので見たときに、あるかどうかわかりませんけど、例えば障害者の離職率が高いとすれば、やはりそこにミスマッチが起こっていたと思うんですね。

○今野座長　いずれにしても、宣言４は評判悪いな。ほかにございますか。

○朝日副座長　起草委員なので、事務局を少しヘルプする形で……。というわけでもなくて、宣言で「ミスマッチ」という言葉が出ていながら、本文中にはキーワードとしては出てこないというのは、確かにご指摘のとおりだと思います。起草委員会では、事務局からご説明がありましたように、このミスマッチというのは、いわゆる技法としてのマッチングだとか、ハローワークにおける紹介という狭義の意味ではなくて、大変広義の意味でとらえておりました。

　例えば、障害のある人が企業で働くという情報から遠ざかっていることであるとか、企業は障害のある人が働くことについての情報がもちろん十分でないとか、あるいは双方に今おっしゃったようなまさにバリアーがあるといったことを全部包括した、言ってみれば、仕事をしたい人と働いてほしい人、あるいはそれを支援したい人たちとの行き違い、すれ違いを解消しますと、そんなような意味合いで使っておりました。

　だれがミスマッチさせているのかという原因究明では決してないということをご了解いただいた上で、そういう意味では、確かにご指摘のとおり、だれもがそれを一発でわかるように、私たちはたまたま経過を知っていたので、このミスマッチを広義のものとして当然のように使っていましたけれども、せっかくこれだけの団体が協働して宣言を出すわけですから、共通言語として理解できる部分は大事なのかなと思います。以上でございます。
○今野座長　この点について、ほかにございますか。

○箕輪委員　文章の部分でどうこうではないんですが、田邉委員がおっしゃるように、定着率というのが本当に重要なんですけど、そこが弱いというのは肌感覚的には企業間ですごく言われていることですし、恐らく学校の先生方も感じていることじゃないかなと思うんです。

　それは置いておいたとしても、就職率39.7が高いのかどうかというのが、全国でもこれで、東京でもここといった部分がそれで満足できるかというと、まだまだ企業側の求人がざっくりとしてしまっているという原因もあるでしょうし、求職側の出してくるレジュメ的なものもざっくりしているかもしれないといったものを含めて、もっとこれが高くなって、就職率も定着率もよくなっていくためにいろいろやりましょうねというのが中に書かれていることだと思いますので、そのあたりが伝わるように何か言葉として工夫ができればいいかなと思いますが、データとしては、満足していいものかなというのはまだ感じています。
○今野座長　では、宣言４についてはいろいろ意見が出ましたので、表現を工夫しますか。普通、求人と求職のミスマッチというと、福島さんが言われたように、すごく狭くとらえる可能性はありますね。非常にテクニカルな問題だと思います。

○福島委員　多分、「求人と求職」というワードを使うと狭義の理解になると思うんですよ。そういう意味では、せっかく１から３までかなり大きなテーマで宣言を出しているのに、途端に４になると非常に狭い意味でとられがちな単語を使っちゃったというところに少し工夫の余地があるんじゃないですか。

　私は、「求人と求職」というワードに限定しないほうがいいと思うんです。例えば福祉施設で働いている障害者の方が、一般就労の可能な人も含めてもしかしたら福祉にとどまっているという部分も、広義にはミスマッチを起こしているということなので、必ずしもその人が求職というとらえ方をしなくてもいいでしょう。それから、全く障害者を雇用していない企業も、これからどんどん理解をしていくということもいろんなところで触れられていますので、その企業は「求人」というワードではないですよね。だから、そういう意味で、「求人と求職」という非常に狭い単語を使ったためにちょっと誤解を受けるというか、そういう批判が出るということは、少し工夫されたらどうですかということです。

○今野座長　わかりました。では、この点はちょっと工夫をしましょう。ほかはございますか。どこでも結構です。

○箕輪委員　この中にどこまで細かく載せるかなんですが、もしかしたらホームページとか、別なところで詳細を載せることなのかもしれないんですけど、例えば１ページで、「区市町村障害者就労支援センター」の40区市は、全部に行き渡っているんでしたか。全部に行き渡るのに、例えば、現状はこれで、このままで終わってしまうのか、いつまでにこうしますというのがあるのか。
　同じように、その下の特別支援学校についても、新しいタイプの学校は設置されていますが、多分既存の学校もすごくいろんなことに取り組んでいると思います。新しいタイプのところだけが、物ではなくて、並行して従来の学校もこういうことに取り組んでいますといったものとか、すごくポイントで取り上げていただいているんですが、逆に言うと、もう終わってしまったのかみたいな感じを受け取れるのがほかのところもあると思ったので、そのあたりはほかに引っ張って、詳細はこちらみたいなのがあるんですか。
○今野座長　これはこれでいいですけど、もしかしたら、出たときに、ここをクリックすると説明が出てくるとか、そういうのでいいわけ。

○箕輪委員　そうです。

○今野座長　改ページでもいいけど。

○箕輪委員　あまりここにたくさん載せてしまうと……

○今野座長　本文はちょっとごちゃごちゃするから。

○箕輪委員　ええ、そうなってしまうんですが、それ以外にもありますよみたいなものがあるといい。

○今野座長　あるいは、今のことに関連すると思うんですが、この言葉自身がどの程度都民に理解されているかということも含めて、何かあったほうがいいのかもしれないですね。本文に入るとくどくなるからやめて、囲みかな。何でもいいんですけど。
○箕輪委員　電子データだといろいろできるんですが、紙だとなかなか限界がある。

○今野座長　お客さんは一都民ですよね。

○高橋副参事　そうですね。一般の都民の方ということです。

○今野座長　そうすると、確かにわからない言葉がいっぱいあるね。どうですか。
○高橋副参事　今のお話で、区市町村障害者就労支援センターや特別支援学校などのこれまでの取り組みがどうなのかについては、確かにあまり書き込まれておらず、今後、こうしていきたいという部分に焦点を合わせてつくっているということはあります。

　今までのベースの部分はというと、この行動宣言を見られた方が、就労支援機関を尋ねてみるなど、次の行動に移せるような情報の掲載は必要だと思っております。

　ただ、行動宣言に、これ以上書き込むと、今度は、読む人の根気を必要とする文章に変わっていくかと思いますので、これはこの程度にとどめておきまして、例えば普及啓発のために簡易版リーフレットを発行するなどする中で、就労支援機関や学校の説明などの既存の情報、データの部分も載せられるように工夫したいと思います。
○今野座長　それがあったほうが親切だよね。では、そうしてもらいましょう。ほかにございますか。

○朝日副座長　起草委員であったにもかかわらず発言していることをおわびしながら、しかしながら、せっかくの機会ですので、あえて議論を喚起させていただくために２つほどよろしいでしょうか。

　まず第１点が、今日の資料で申し上げますと、２ページ、３ページのところをごらんいただくと、これが視点と行動の全体像でございます。起草委員会ではこれで理解してきたつもりだったんですが、ただ、起草委員会の中でも、それぞれの視点と行動の主語は何なんだろうかと。行動宣言の主語は、先ほど確認いただきましたのでわかったんですけれども、視点と行動に落とし込んだときの主体が何なのかということで随分議論がございました。

　行動のほうは、最後に括弧書きで「主たる行動主体」ということで例示されておりますので、各論でよろしいかと思うんですが、視点のところはもしかするともうちょっと上位の概念で、すべての都民の方がこれをごらんいただいて、一緒に働いていくということを考えますと、例えば視点の６ですが、「企業への法定雇用率達成指導を強化します」と。行動のほうは「東京都労働局」と書いてありますので、この言葉でいいと思うんですが、ただ、視点のところを企業への法定雇用率達成指導を強化とイコールにするにとどめなくて、「法定雇用率達成を目指します」とか、「実現します」とか、より全体としての主体があってもいいのかなと。

　具体的には、朝日が達成指導しようといったって、全然方便がないわけですから、東京労働局さんに頑張っていただくということで行動目標が掲げられると思いますので、ここのところは視点と行動の主語が明確化して、必ずしも一緒じゃなくてもいいのかなというのが第１点でございます。

　第２点は、今度は便宜的で申し訳ございません。資料２の表紙、行動宣言（案）のところをごらんいただきたいと思います。起草委員会でも関連する意見は申し上げたんですが、先ほど来の議論を伺っていると、この行動宣言は、就労支援協議会の行動宣言を関連する団体が名前を連ねて出していくということなんですけれども、これを受け止めていただくのはやはり一人ひとりの都民の方です。

　そうなると、全体を見直して欠けているのが、ともに働く都民の方たちが、「障害の有無にかかわらず」と書いてあるわけですから、障害のある人もそうですし、ない人もともに働くという視点がやはり不足して、どちらかといえば就労支援者サイドであったり、働くご本人であったり、またはそれを受け止める企業であったり、もう一つ一緒に働くというところがない。これは、特に新しく宣言を設けたり、行動を設ける必要はないと思います。

　例えばですが、前文の上の２行のところで「障害の有無にかかわらず、働く意欲のある人が適切な支援により、いきいきと働ける」。ちょっと言葉の置き場所がいいかどうかわかりませんけれども、ここで「ともに働ける」というような視点を入れていただく。
　都民一人ひとりが当事者であって、極端な話、障害のある人を自分の職場から結果的に排除しているとしても、それも当事者であるということを全部含んで呼びかけていくというのが非常に大事なので、「ともに」というのは一つの例にすぎませんけれども、文章でも言葉でも結構ですので、そんな観点を入れるといいなということを、すみません、今ごろになって反省も含めてお話をさせていただきました。２点でございます。
○今野座長　前半のほうから行きましょうか。前半の視点は、賛同した人が主語でしょう。ということは、視点の文章が、全体が主語であるような文章として適切かどうかということでチェックすればいいんですよね。そうすると、確かにおっしゃるように、視点６というのは狭過ぎる感じがしますね。
○朝日副座長　関係者がごくごく狭い。特定になってしまっている。
○今野座長　特定の関係者の行動みたいだから。今、朝日さんからの提案は「目指します」でしたっけ。

○朝日副座長　例えば「法的達成を目指します」と。

○今野座長　そうすると少しほわっとするから、みんなでという感じになるかもしれない。そういう視点から見たら、ほかは平気ですか。

○朝日副座長　さっきの「求人と求職」という言葉の問題はもちろんございますけれども、ほかはもうちょっと広く、ここだけが「達成指導」とちょっと狭かったので。でも、それを具体化すると、東京労働局さんに頑張っていただいて、行動13でやっていただくというのは当然のことだと思いますので。

○福島委員　行政指導を持っているのは東京労働局だけなので、この項目は東京労働局しかない。私がこれを見た限りでは、実際にやる職員としては、インパクトがないなというふうには思いましたね。例えば埼玉県の上田知事は、県内の民間企業の雇用率達成指導については、きちっと数値目標を掲げて取り組むべしというような発言もされて、埼玉労働局は非常に困ったなということを言っていましたけれども、1.8％の早期実現を図るみたいですね。我々東京労働局としては、21年、ですから来年の６月１日現在の東京都内の民間の平均雇用率は1.53％以上という目標を掲げて、今取り組んでいるわけですよ。そういう書きぶりにするのか、今、朝日委員がおっしゃったような法定雇用率の早期達成を目指しますというような書きぶりにするのか、そこは議論をされたほうがいいと思います。

　東京労働局としては、ここの行動宣言だけではなくて、本来業務として来年の６月１日では1.53％以上を達成するという数値目標を掲げて取り組んでいるので、対都民向けのインパクトというのは、数値目標をきちっと出したほうがわかるだろうと思います。ただ、都民向けには1.53というのは低いんじゃないのという反論が来ることは来るので、今、朝日委員がおっしゃったような表現にしたほうがいいかなとは思いますけど、いずれにしても、何かの目指すべきところをきちっと掲げたほうがいいかなというふうに思います。
○今野座長　今おっしゃられた数値目標の点なんですけれども、全体がそういうトーンではないですから、ここだけ数値目標はおかしいし、数値目標をもし掲げるとしたら、もう１ランク下ですよね。だから、一種の数値目標を出すということは、管理指標にしてしまおうという話ですよね。ここの行動指針というのは、そういう意味で言うともう１ランク上なので。

○福島委員　ただ、もともと協議会の前提となるのは、10年間で３万人という数値目標を具体的に達成するための協議会じゃなかったんでしたっけ。

○今野座長　もしそうだとしても、ここで出す最後のアウトプットを今おっしゃられるようなところの具体的な管理指標まで落とすとすると、多分これは全部書き直しです。それよりかもう少し、憲法までいかないけど、方向性を出すのを宣言するという趣旨でつくっていると思うんですね。だから、そこが難しいかなという気はしたんですけど、何かありますか。

　私なんかが気にしたのは、「みんなでめざします」と言ったときに、普通考えるのは、何で労働局だけ登場するんだろうというほうが気になる。これでもいいけど、「めざします」とみんなで言ったんだから、法定雇用率を目指すときに、主体が東京労働局だけの行動になっているわけですよね。そうすると、経営者協会はどうするの、何かやるのと、そうなるんだよな。
○福島委員　視点６の行動が「企業への法定雇用率達成に向けた指導」という行政指導なんですよ。だから、ここは「企業は法定雇用率達成をめざします」と言うならば、わかりますよね。「都内のあらゆる企業は法定雇用率の達成をめざします」とか、「遵守します」とかというなら、都民向けには非常にわかりやすいでしょう。

○今野座長　「指導」があるからか。「達成、指導をめざします」というのは日本語がおかしいね。

○朝日副座長　「法定雇用率達成をめざします」だったらいいんですね。そのときに、たまたま行動上はほかの主体が無理してつくらなくても、ここは、その中で達成指導をとにかく強化していただくというのでもいいんじゃないかと思うんですけどね。並べちゃうと、今度、経営者協会はこうしますとかとなってしまうので。

○三重堀委員　私も、この視点６を拝見したときに、主体は我々企業なのかなという気はちょっとしていたということと、あと、法定雇用率のお話になっていますけれども、視点と行動と同じような文章になっていますので、我々としては、法定雇用率という指標自体が手段であって、そもそもの目的というのは、職域拡大であり、就職数の拡大ということなので、行動のほうの文章はいいと思うんですけど、逆に視点のほうをもう少し広げてもいいのかな、そもそもの目的を掲げてもいいかなというところですね。冒頭の文章に「都民とともに」という言葉をもし含めるのであれば、企業側の話も少し踏まえてもいいかなということもあわせて感じています。

○今野座長　今の点で忘れていたんですけど、１ページ目、先ほど朝日委員から「ともに」というのを入れようという提案が出たんですけど、あったほうがいいですよね。そこは「ともに」にしよう。問題は何かありますか。
○山鼻委員　「ともに」は「いきいきと」の前に入れるんですか。
○今野座長　文章は具体的に考えるとしても、「ともに」というのをどこかに入れようと。

○山鼻委員　この前文ですと、「障害の有無にかかわらず、働く意欲のある人」ということで、有無にかかわらず、人ということになると、「ともに」というのは、だれとともになるのか。今、せっかく大きくしたところを……。「障害のある人」を出してきたら、「ともに」というのは生きると思うんですけれども、今の構成だと「ともに」が浮いてしまうような気がします。この文章自体で全体という意味合いを出しているような気がするんですけれども。
○朝日副座長　起草委員会で詰めなければいけなかったところ、申し訳ございません。ただ、文脈としては、「障害の有無にかかわらず、働く意欲のある人が」ということで、障害がある人ということを言っているわけですよね。障害の有無にかかわらず、だれもがいきいきと働けるということではなくて、適切な支援により、意欲がある人というふうになっているので、ここは「障害がある人」を想定しているのではないかと私は思ったので、全体の文章を見直す中で、障害の有無にかかわらず、ともに働けるというニュアンスを込めたほうがいいのではないかと思ったところでございます。
○山鼻委員　私も起草委員会なんですが、起草委員会同士でやり合って申し訳ありません。それでしたら、この「ともに」を２番目のパラグラフに持っていったほうがいい。私は、これを読んだときに、障害の有無というのは書いてあるんですけれども、本当に働く意欲のある人を全面的に出して、まずそこのところで大前提を出して、その次のところで、今回のこれは障害者を対象にしているんだよという構成と受け取って、今まで理解していたんですね。それで、そこのところの第２段に「だれもがともに」というふうにすると、全体的に落ち着くかなという気がするんですけれども、いかがでございましょうか。

○今野座長　どこに入れるの。もう一度。

○山鼻委員　２番目のパラグラフ、「取り組むことにより、だれもが働きやすい」というところに「ともに」という言葉を入れていったほうがいいのではないか。ここのところでいきなり「ともに」というのは、ちょっと文章的に苦しいので、文言をちょっと変えて入れてみるといいのではないかなという気がいたします。
○今野座長　「ともに」というニュアンスがどこかで入ったほうがいいということについては皆さんの合意があると思いますので、あとはどこにどう入れるかというのは、起草委員会がもう一回つくってくださいというのが私の意見です。
○朝日副座長　申し訳ございません。

○山鼻委員　すみません。

○今野座長　ここで文章を一個一個やっても、ほかにもあると思いますので、ですから、「ともに働く」というニュアンスをどこかに入れましょうということでここは合意させていただいて、文章はまたつくってください。

　それともう１つ、三重堀委員から先ほど話があったのは、やはり視点６の件ですかね。ここはどうしますか。すみません。先ほどのご発言の内容を正確に思い出せないものですから、この視点６というのは、どういう形で対応したほうがいいというお考えでしたっけ。もう一度お願いします。

○三重堀委員　法定雇用率ということ自体が、雇用数を拡大したいとか、職域を拡大する目的のためにあるので、そもそもの目的の文章というか、上に拡大させたほうがいいんじゃないかということです。
○今野座長　ということは、文章はいいかどうかわかりませんが、視点６は職域の拡大を目指しましょうとかいう視点にして、その中の行動として法定雇用率があると。

○三重堀委員　はい。

○今野座長　全体とのバランスはどうですか。ほかの視点との関係では。職域拡大というと、ほかにもいろいろ職域はありそうだね。

○高橋副参事　単純に雇用の場を増やします程度だったら、この視点６にそぐうかなというのと、ちょっと話がそれてしまいますが、法定雇用率達成を目指すというのは1.8％ということになるので、それの表現がちょっと大き過ぎないか。先ほど1.53％という目標値があって、とりあえずそこまで目指しましょうという中で、理想論的にはもちろん法定雇用率達成を目指すんだけれども、それを大きく掲げてしまうというのもあります。まだそれよりは、視点６の中で雇用の場を増やしましょうというようなトーンぐらいで、「法定雇用率達成に向けた指導を強化します」というのはどうかなと思いますが、どうでしょうか。

○山鼻委員　私も、この視点６の企業の法定雇用率指導強化というところは、起草委員会にいながらなんなのですけれども、非常にひっかかっておりまして、粛々と労働局さんが毎年やられていることが殊さら出てくるのは、これによって雇用は拡大するんですけれども、全体のトーンとはそぐわないなという気はしておりました。
　数値ということになりますと、確かに法定雇用率1.8％は、企業にとっては非常に高いハードルですけれども、宣言のところでこの数値自体を法定雇用率以下にしてしまっていいのかなという、大きなところで、本当にこの宣言全体で課題が出されて、これから取り組もうというところで、既に周知徹底されている雇用率以下を出してしまって、宣言自体がちょっと消極的じゃないかというふうに思われるのがなんなので、言葉としては、「法定雇用率達成をめざします」というような形でやっていただければ、企業としては、こちらの達成に向かって、達成していらっしゃる企業もいるぐらい目指しているので、あえてそれより小さい数字を出していただく必要はないと思いますけれども、かといって1.8％という数字は非常に重いものなので、言葉としては「法定雇用率」というぐらいでおさめていただければありがたいなと思います。
○今野座長　まず、今の点について数字はなくなったと思っています。そうすると、山鼻さんのご提案は、「企業への法定雇用率達成をめざします」でいいですという提案かな。
○山鼻委員　そうですね。法定雇用率は企業にしか課せられないので……。

○福島委員　そうすると、実施主体はどこなんですか。

○今野座長　みんなです。でも、行動ではとりあえず労働局です。この構成だとそうなります。

○福島委員　そうなりますよね。そうすると、先ほど座長がおっしゃった具体的な実施主体は必ず最後のほうに表示をするんだというと、「みんな」となるんですか。

○今野座長　全体宣言はみんなが合意するわけだから。

○福島委員　実施主体としては、今までの書きぶりは、視点、行動をずっと見ていくと、行動の実施主体がだれというのははっきりうたわれているんですね。目指しますという行動になると……

○今野座長　いや、行動は違います。視点が「めざします」。行動はこのままです。

○福島委員　行動はそのままですか。
○今野座長　論理的に言うと、行動はまだ本当はあるんじゃないかということはあるだろうね。でも、あまり論理的に考えてもしようがないから、とりあえず労働局が一番重要だから、労働局にかかわる行動を載せておきましょうという位置付けになると思います。

○福島委員　そうすると、行動は「強化します」という原案どおりですか。

○今野座長　そう。このままです。

○福島委員　それで、実施主体が東京労働局ですか。

○今野座長　それが１つの案。もう１つ出ている案は、視点をもう少し広めにしようと。雇用の場を増やそうとか、職域を拡大しましょうというふうにしようかと、この２つの案が今出ています。ただ、それは視点の表現であって、行動については変更するという意見は皆さんからあまり出ていないので。事務局は山鼻案のがいいな。
　僕は、雇用の場を増やしましょうとか、職域拡大をしましょうといったときに、広めにしてしまうと、ほかの視点とものすごくオーバーラップしてしまうという心配があるかなということが気になったんだけど。
○高橋副参事　ご提案がありました「企業の法定雇用率達成をめざします」としますと、行動13が東京労働局の取り組みに結びつきやすいので、そういうことでよろしいでしょうか。

○今野座長　三重堀さん、却下になっちゃったけど、いいですか。

○三重堀委員　はい。

○福島委員　座長、その関連で、視点９なんですが、表現として「都庁も」という、「も」という言葉を使っているんですね。ですから、民間企業だけじゃなくて、都庁も雇用主として拡大に努めますよと。
　その中には、東京都は身体障害者を660人雇用して、実質雇用率は3.09。これは法定雇用率を達成しているという表現になっているんですが、次の行で、「東京都教育委員会は、身体障害者709人雇用していますが、実質雇用率は1.73％と法定雇用率に達成しておらず」になっていますよね。「今後、雇用の拡充について検討していきます」というのですが、ここの「検討」というのは非常に弱いんじゃないかと。民間企業は目指すと言っておいて、行政としては検討していますという言葉はないでしょうというのが、我々の意見なんですけれども。
○今野座長　非常に素直なご意見です。それこそ表現を検討させてもらいますか。「今後、雇用を拡充します」ならいいのかな。

○福島委員　「早期」にとか。
○今野座長　言うかなと思っていた。

○小林（進）委員　全然視点が違いますが、ちょっといいですか。

○今野座長　どうぞ。

○小林（進）委員　先ほどもちょっと出ておりましたけれども、宣言のインパクトが何かないんですよね。多分首長がごらんになったらがっくりされるような表現じゃないかと思うんですよ。これは検討していただきたいんですが、例えば「社会全体で支援します。障害者一人ひとりの雇用・就労の実現」とか、主語と述語を変えるだけでも大分印象が違ってくると思うんですよね。その辺の工夫をしていただきたいというのが１点です。そんなにやれないのはわかるんですけど、表現によってかなりインパクトが違うと思います。

　ついでに、指針のほうも。学校関係のところで、箕輪委員のほうからありましたが、「そして」以降の「職業的自立に向けた専門的な教育を行うため」で、ほかの学校だってあるじゃないかという話がありましたけれども、そのとおりで、「行うため、知的障害が軽い生徒の企業就労をめざす新しいタイプの特別支援学校高等部の設置も」と、「も」と言えば大分違うんです。「も進められています」が現実なんです。設置されたわけじゃなくて、まだ永福学園だけですので、「の設置も進められているんだ」というふうにすれば、箕輪委員のご心配もなくなるんじゃないかと思いますが、いかがでしょうか。
○今野座長　今の最後のところは、そのとおりですよね。あと、そういう点では不正確な文章表現が、細かいところでしたら、内容はそんなに関係なくてもう少しよくなるといったものは、どうですか、ここでやっていると時間がないから、皆さんに後からここを直したらどうかという案を赤で入れていただく。根幹を変えているのはだめですよ。今の点も含めて、表現でここは少し不正確だからというのをいただくというほうがいいと思うんですね。

○小林（進）委員　視点２の行動３なんですが、「特別支援学校の職業教育をさらに充実します」というのは非常に後ろ向きの表現だと思うんですね。今はいいけど、もっとやりますみたいなのは、本当にそうなのかなと。やはりこの辺は表現を明確にしたほうがいいと思うんです。
　座長がおっしゃったように、後で赤で提案したいと思いますけれども、「生徒の職業的自立を支援する職業教育を充実します」とか。職業教育は今までやってきたんだけど、こういう職業教育を充実しますというふうに明確にしたほうがいいと思いますし、例えば本文の中に結びつける表現は「一般就労を果たす」とか、３行目の「交流する機会を設け、社会参加を促進する」というのも、急にがくんと落ちて「職業的自立を促進する」とか、何か行政的な、公の施設としては非常にありがたい文章なんですよね。
　それから、コラムのように枠囲いをされているところで、これは推進計画の中に出てきているんですけれども、「知的障害が軽い生徒全員の企業就労をめざす新しいタイプの」という、明確に全員が就労を目指すんだといったところをはっきり協議会の宣言の方針の中には示していったほうがいいんじゃないかと思っております。

○今野座長　小林委員はほかにもいろいろありそうですから、赤を入れて、後からでもお願いします。

○小林（進）委員　行動５の「企業実習」という言葉が適切なのかずっと考えているんです。学校では、産業現場における実習を省略して、「現場実習」とずっと言い続けてきたんですね。これが東京しごと財団にかかわったところで一般化する言葉なのか。また、実際行っているところは企業だけではないんですね。例えば本校の福祉コースの子どもたちは福祉施設の現場に行っておりますので、企業だけではない。でも、将来的にそこで働くことになれば一般就労ですので、「企業」と固定的に言っていいのかというのがございますので、この辺もちょっとご提案申し上げたいと思います。
○今野座長　よろしくお願いします。先ほどの件が残っているんですが、視点９の例の「都庁も」の件については、事務局としてはというか、ここでは検討してもらうでいいかな。福島委員の案は非常にはっきりしているんですよ。「雇用の拡充について早期に達成する」でしたっけ。
○高橋副参事　では、ご意見をいただきましたので、検討いたしたいと思います。
○箕輪委員　幾つかの企業から、都庁のチャレンジ雇用はずっと雇ってもらえるのという話を、トライアル雇用的にあって、よければそのまま雇用されるのかなという質問を幾つか受けたんですね。一応そのまま終了で、そこから先は企業に結びつけるんだという話までしようと思ったら、終了と言った途端に「そんなの……」という感じで、そこから先が無責任な感じをここだけだと見えてしまうんだと思うんです。

　なので、ちゃんと責任を持って、100％そこから就職につなげるか、都庁での正規雇用に結びつけるか、何かその先がないと、終わったら、実績だけつくって終わりなんでしょうというふうに見ている企業がもうあるんだなと思ったので、そこは何かフォローしたほうがいい。ちゃんとしますよというのが、ここに「図ります」とか「拡充」と一応書いてあるんですけれども、そのあたりを明確にしたほうが誤解はないのかなということを実際の声で聞こえてきたので、お伝えしたいと思います。
○今野座長　今、21ページをやっているわけですけれども、真ん中ぐらいのところですね。「一般企業への就職の実現を図るものです」と書いてあるわけですが、今の箕輪委員の意見は、この表現をどうにかしろということでしょう。気持ちとしては「絶対図る」とか。
でも、それは書けないな。
○箕輪委員　ほかにもっとないですかね。何となくこの先が先細っている感じのイメージを、どっちかわからないけど、努力しますなのか、実態として確実に何としても探すとか、もしくは期限が来ても雇い入れない場合は延長していくのかとか、延長はないでしょうけれども、そのあたりがどうなのかなというのはやっぱり注目されています。

○高橋副参事　都庁は、臨時職員という制度で期間限定で雇っておりますので、延長ということはそもそも制度的にないのです。今、雇用期間が４カ月で、この期間は延長していきたいと思っておりますけれども、ここに書いてあるとおり、あくまで一般企業へ就労できるための直前の訓練で、必ず企業に送り出していくということを目的にやっておりますので、絶対にとか100％ということは就職の話ですので言えないですけれども、送り出していくつもりでやりますということでご理解いただきたいと思います。
　都庁でも、将来的には正職員として採用することについて検討していかなくてはいけないということは重々承知しておりますけれども、現段階においては、臨時雇用ということで、訓練的な雇用として短期雇用していきたいと思っております。

○箕輪委員　後ろにある「拡充を検討する」の「拡充」は、チャレンジ雇用の機会が増えていくのであって、そこから先に正規雇用への拡充をという意味ではないんですよね。

○高橋副参事　まだ遠いところに正規雇用のことはあったにしても、ここでいう拡充の検討というのは、おっしゃるとおり、雇用数であるとか、期間であるとかを、精神の方にも対応するためには、４カ月ではなくて６カ月ないしもうちょっとというところをきちんと検討して、今の臨時職員という枠組みの中でできるところまではやっていこうということを意味しております。

○今野座長　この文章は、その前が「12名を４カ月雇用しますが」という文章が入っているから、この拡充はチャレンジ雇用としか読めないよ。

○箕輪委員　その検証を経て、もっとドーンと拡充するのかなと、期待する人の目で見るとそう見えちゃうのかなという気がします。

○今野座長　だから、これは２つのことがあって、１つは何を表現したいのかということと、表現したいことが十分表現できているのかという問題がある。前者からすると、東京都は、チャレンジ雇用の拡充しか考えていない。それがそういうふうにちゃんと読めるかどうかということなんです。

○箕輪委員　対象人数、期間などの拡充ということですよね。

○今野座長　普通に読んだら、チャレンジ雇用しか読めない。でも、過大な期待を持っていると違うように読んじゃうかもしれないけど。箕輪委員は、その方針自身が問題だと言っているわけですか。それによって表現の仕方が違うんだ。
○箕輪委員　現実的なところで、どちらなのかなという確認をしました。

○今野座長　「かな」のほうね。では、表現の問題だから。

○山鼻委員　ここのところは、視点９で「都庁も雇用主として、障害者雇用の拡大に努めます」と書いてしまっているから、箕輪委員の意見に乗るわけではないんですが、チャレンジ雇用は何なのというのはよく言われているところなんですね。公のところは期間限定のでよくて、民間だけはトライアル雇用などをちゃんとやりなさいとよく言われて、私どもは、いろんな企業を回っていて言われるのが、実はそこなんですよね。なので、雇用主としての雇用の拡大・イコール・チャレンジ雇用というのは、毎回毎回労働局から厳しい指導を受けている民間としては、すみません、すごい言い方なんですが、「それで済むんだったら本当にいいよね」というところが出てくると思うんですよね。
　視点としてこれで大きく出してしまうのは、非常に言い方がひどいんですけれども、全体の流れとしてはどうかなというところは、特に一般企業の方が読まれると、行動というのは、それで12名ですよねというところが、企業実習で本当に途切れもなく毎回毎回３カ月、年間何百人と受け入れている民間企業の方もいらっしゃるところですと、ここまで書いていただいたところで、何だかなと実は思います。

○今野座長　これは、「12名を４カ月」なんて具体的なことを書くからいけないんだ。

○山鼻委員　例えばここのところが一般就労に何人か移ったんでしたら、その就職率のパーセントがもし高ければ、チャレンジ雇用により何％が民間に行きましたということですと、この12名４カ月が見えない分、都庁も頑張っているのかなというような面は出てくるのではないかと思います。もし実績があればの話なんですが、そういう形でお書きになるというのも一つの方法かなというふうに思います。
○宮武委員　国から始まりまして、ようやく公的な部門での扉が少し開いたということで、一歩前進です。いろいろ注文はあるけれども、とにかく厚労省の中に一歩入れたというのが、就労支援機関として私どもの評価だったんですね。厚労省は３年ですが、東大なんかは５年間なんですね。それでやはり、いつ首になるか、いつまで働けるのかというのが、本人たちは一番不安感を持っているんですよ。
　確かにこちらサイドで考えれば、ようやく公的部門からという。まして、一番最後の文言で、都庁がやって、23区、市に広げていこうというのは、ぜひきちっとした形で流れをつくってほしいと思うんですよ。世田谷区でも一生懸命私たちは取り組んでいますけど、まだ区の雇用は実現していないですから、都が区市をターゲットにした一つ流れをつくるような、もうちょっとこの辺は明確にする。「区市町村等での展開」という内容が、そういうことを目的としているとは思うんですけれども、もう少し強く書いたほうがいいかなと思うんですね。だから、多々議論はあるんですけれども、まず都庁で雇用が実現したというところは評価できると思うんです。
○山鼻委員　法定雇用の拡充だから、短期的というのが行動のところに出てしまうんじゃないでしょうかね。上のほうでも雇用率3.09とか大きいのが出て……。
　質問なんですが、都庁でのチャレンジ雇用を拡充しますという形ですが、都庁ではこれからチャレンジ雇用以外の拡充は考えていらっしゃらないんでしょうか。一般雇用のほうは3.09を達成しているところと、教育委員会などは達成していないので達成しなきゃいけないと思うんですけれども、ここで「チャレンジ雇用」という言葉を出してしまいますと非常に限定的で、「雇用」という名の現場実習という形になるのではないかと思う。この視点の「都庁も雇用主として」という形でしたら、チャレンジ雇用を前面に出さない形で書くというのは、可能性としてはあるのでしょうか。

○高橋副参事　ますます窮地なのですけれども、東京都の場合、教育委員会は横においておくとしまして、身体障害者を660人雇用しているということで、今、知的障害や精神障害の方の正規雇用については課題ではありますけれども、すぐに実現できることではないという整理を人事当局の方でしております。

　そこには、国のせいにするわけではないですけれども、法的に、地方公務員法上なかなか難しいという制約が、正職員の場合は能力主義がありまして、それをどういうふうにしてやっていくかということ。もちろん他県では独自にかなり現業部門で取り組んでいらっしゃるところがあり、実績があるということは重々承知しておりますけれども、今の東京都の中でどの職務でそういう雇用ができるかというところは、法的にも、また実際面としてもすぐに結論が出る話ではないのです。

　長期的に課題として取り組んでいくということはあるんですけれども、となりますと、今、具体的に起こせる行動として、目に見える成果があるのはどこかと言われますと、やはりチャレンジ雇用の拡充を具体的にまじめに取り組んでいくということが一つの方策かなと思っております。
　そうなりますと、視点９が大きいんですけれども、行動18はいきなりチャレンジ雇用拡充という、そこに若干開きがあるようなことになっているのかなと思います。あくまで訓練的な雇用であることは確かなんですけれども、それでも雇用という形で障害者の方を雇い入れて、きちんと訓練して送り出していくということには、やはり都庁ならではのと申しますか、公的機関としてできる部分というのは必ずあると考えております。その部分はきちんと枠組みを整えて、その仕組みとして送り出していけるような形をとるということをまず今の課題にしたいと思っておりますので、その部分につきましては、12名とか４カ月がどうのこうということよりも、今年度から始まった事業ですので、これをきちんと形にしていきたいというところでございます。

　また、宮武委員からご指摘があった区市への展開につきましても、取り組んでいきたいと思っております。そうしますと、一機関だけではなくて49区市ございますので、さらに広がっていくのではないかと思っているところです。

○岡野委員　今までのチャレンジ雇用の件ですけれども、私は、仕方がないなというか、仕組み上どうにもできないところもあるわけですから、むしろ東京都のチャレンジ雇用の枠を拡大していくとか、そういう取り組みに期待をする以外ないだろう。これは時間が解決する以外にない話で、法律上の制約がある中で、都単独で新しいものを何かつくれといっても難しいかなという気がしています。

　私は、知的障害者の雇用とか、精神障害者の雇用とかをここに限定するのではなくて、できれば高次脳機能障害とか、精神障害者の中で高次脳機能障害を読むのかというところはありますけれども、もっと東京都ならではの新しい障害者――今、要するに、知的障害者の雇用というのは当たり前の話、精神障害者の雇用も当たり前の話だと思うんですね。とても難しい高次脳機能障害のチャレンジ雇用に取り組みますとかいう新しいところに期待することでいいし、また、我々も独立行政法人として、知的障害者を雇用せよと言われても、定員の枠がある中で、その仕事をつくれるかというとできない現状にあるわけですから、ここは少し大目にというか、期待を込めて見ていただくということが現実的ではないかと思います。
　身体障害者の雇用についても、身体障害者枠で採用するという枠の問題ではなくて、例えば全盲の人でも、パソコンを使ってかなりの仕事ができる現状にあるわけですから、むしろ職務をどうするのかということを考えていただく。その結果が身体障害者の雇用の拡大につながるわけであって、その視点をどう持っていただくかというところがポイントではないかなというふうに思っています。

○今野座長　全体的にはこのままでいいということですかね。
○岡野委員　ちょっと文言は変えなきゃいけないですけどね。

○箕輪委員　今思い出したんですけど、都庁とか行政機関でのチャレンジ雇用というのは、就労経験が全くないとか、民間企業に行くにはまだ自分は自信がないというような人を雇って自信をつけてもらうとか、福祉の現場ではない職場っぽいところで働いて、自分は行けるんじゃないかと、職場の人も判断するための場であると聞いたことがあるんですが、それがもし実際そうならば、普通の企業が直接雇う人たちとはちょっと違う範囲で、ステップとして雇っているというのが明らかであるならば、それを入れると少し差が出てくるかなというのが１つです。

　あと、公的機関で見たときには、何年か前からハローワークでもチャレンジ雇用的なものを全国に先駆けて、全国のハローワークで雇いますみたいな宣言を見たことがあって、実際に雇われていた。既にその期間が終わって、地域に出ていっている実績があるのではないかと思うので、都民から見たときに、都庁だけじゃなくて、公的機関も雇用主としてということを入れると、もっと行政、市区町村とか、そういうところだけでなくて、厳密に言うとちょっと管轄が違うのかもしれないんですが、そういったところも実績としてはあって、今後そこはどうなっていくのかなと今思ったので、あわせて伺いたいと思ったんです。

○今野座長　前半については、つまり、一般就労への準備期間としてと、そういうつもりの文章なんでしょう。

○高橋副参事　そうです。
○今野座長　問題は、ここの文章の中に国もやっているぞというのを入れたらどうかということですか。行政全体がやっているぞと。

○箕輪委員　東京都のハローワークです。ただ、東京労働局だから、実際には東京都ではないかもしれないんですが、都民から見ると東京都内のハローワークで、公的機関というふうに見えるので。そこはかなりやっていて、そこのチャレンジ雇用から一般企業にこれだけ就職しましたよみたいなものがあれば、そういうふうにつながっていくというのが見えるのかなと。

○今野座長　つながっていますか。

○福島委員　つながっていますというか……。

○今野座長　そうしたら、このコラムをそういうのにすればいいじゃない。

○福島委員　今おっしゃったように、視点９の表現としては、「都庁も」という都庁バージョンの話なので。

○今野座長　本文はね。

○福島委員　どうしたらいいかなと。コラムに入れたほうがいいですね。今、箕輪委員がおっしゃったように、割と厚生労働省でも、東京労働局のハローワークが先駆けてこのチャレンジ雇用をやっているんですね。就労支援機関とよく協議をして、今、一般就労が目の前で実現できる可能性はないんだけれども、意欲もあって、相当作業効率を訓練していけば一般就労も可能であるという障害者をチャレンジ的に雇用する。
　東京労働局の場合は、当初から３年ぐらいやらないと、なかなか一般企業には就労が厳しいんじゃないかという判断をしていて、私どもとしても、都庁にはぜひ４カ月なんて言わないで、３年ぐらいやってくださいという話は再三申し上げているんですが、ここは、20年度から始まったので、今、岡野委員もおっしゃったように、様子を見るというところでいいのだろう。量的にも期間的にも拡充しようという決意があるので、そこは期待をしてもいいんじゃないか。

　それから、実際のところ、ハローワークが今苦慮しているのは、チャレンジ雇用から一般企業に結びつける場合に、職場実習制度を同時にやっていかないと、今度はそこの職場でどういうふうに働くことができるかということもやらないといけない。ハローワークの職場ではかなり慣れてきていますが、一般企業にそのまま結びつけるというのは難しいので、職場実習制度がまだ確立されていないんですよ。これは厚生労働省とも今詰めていますけど、それを同時セットでやっていかないと厳しいなと。
　ただ、実習を経ずに一般企業に結びついた実績はありますけれども、３年たっても一般企業に結びつかないというケースもまだあるので、そこはちょっと私どもの課題だとは思っていることから踏まえて、あまりにも４カ月では短いなという感じは申し上げているんです。今、ハローワーク、東京都内の公的機関もこういうチャレンジ雇用を進めていますよというのは、コラムで表現していただいたほうがいいでしょうね。それは賛成です。

○今野座長　今までの話を聞くと、ここの文章はそんなに大きく変えないで、コラムを入れて、一般就労に結びつけるんだという雰囲気をこのページで出すということかな。

　あともう１つ残っているのは、宮武委員がおっしゃられた「市区町村等への展開」の「展開」が弱いんじゃないかという言葉の問題だけを解決すると。
○宮武委員　「展開を促進する」というのは何ですか。「雇用を促進する」というのはわかるけれども、「展開を促進する」と言うかなと思ったんです。だから、はっきり「展開」を「雇用」ということでいいんじゃないですか。「都内の区市町村等での雇用を促進していきます」。
○今野座長　それでもいいでしょう。結局一緒だよね。これはチャレンジ雇用なんでしょう。

○高橋副参事　そうです。

○今野座長　だから、それでいいんだけど、ほかに何か。

○宮武委員　でも、区市町村でチャレンジ雇用じゃなくても、積極的に雇用ができればいいわけですよね。

○今野座長　それは確かにね。

○宮武委員　だから、むしろ都庁の役割というのは、区市町村が主体なんですから、自分の地域の中で区役所があって、わざわざ都庁に行かなくても区役所があるわけだから、まず区役所をターゲットにする。そういう意味では、強くする。

○今野座長　だから、「展開を促進する」にしてあるんじゃないですか。

○宮武委員　「展開」というのがよくわからない。
○今野座長　だから、広い。人によってはチャレンジ雇用と呼ぶかもしれないし、人によっては一般雇用と読むかもしれないし。
○宮武委員　「雇用を促進していきます」のほうが、雇用がチャレンジ雇用であろうと、区市町村の非常勤雇用であろうと、読める。
○今野座長　もっと嫌味に解釈すると、この「展開」というのは、雇用が促進するように努力することを促進するという展開もあるんだね。「雇用」というと結果主義だな。
　はい、どうぞ。

○松浦幹事　区市町村の取り組みというのは、区役所、市役所がチャレンジ雇用みたいな形で雇うというものもあります。それはそれで私どもは指導しますし、支援していきたと思っているんですけれども、例えば都営地下鉄の大門駅にパンをテイクアウトで渡すお店ができているんです。それは港区の社会福祉事業団というところが経営していまして、そこで障害者の方を雇用してパンを売っているんですね。これは、現実的に私どもは財政的にも支援していますし、そういう幅を広げた形で区市町村をやっていくことについては、促進というか、財政支援を含めてやっていきたいというのがここの思いでございます。

○今野座長　多分そういうことかなと思ったんですけど、ただ、表題が「雇用主」なんだよね。だから、今おっしゃられた財政支援というのは、本当はこのページの領域から外れることなんです。つまり、このページは、市町村が雇用主になれという趣旨だよね。

○松浦幹事　「等」が入っていますし、区役所、市役所という部分もあるんですけれども、社会福祉事業団といういわゆる外郭団体で採用しているという部分を含めているという思いもあります。

○今野座長　では、「等」が入っているから、「雇用を促進する」でいいか。

○松浦幹事　わかりやすいといえば、わかりやすいですね。

○今野座長　「等」が入っているんだから、「等」で逃げる。変更します。「展開」を「雇用」に直します。ほかにございますか。

○岡野委員　全体に、知的障害なり、精神障害の人に対する就労支援というところに重きが置かれているような気がしています。やはり中途障害の人に対してもきちんとしたフォローをしますという文言が入っていないと、全都民に向けたメッセージにはならないんじゃないかと感じています。
　ただ、どこに入れるかとなるとすごく難しいのですが、５ページ目の第１パラグラフの最後のほうで、「中途退職した障害者の再就職についても」というような表現がありますから、「あわせて中途障害の方にも」とかというものを入れるとか、この図の中に中途退職者支援だけではなくて、中途障害者に対する支援とかを入れることによって、まだ障害がありながら、雇用なり、復職なりということに結びつけることができずに苦しい思いをしている高次脳機能障害といった方々に対して、難病の方も含めてそうですけれども、温かいメッセージになるんじゃないかなと思っています。ですから、そこのところはご検討いただけないかなと思っています。

　もう１ついいですか。今までのお話を伺っていて、よく理解できたというか、逆に少し無理なお願いをしていいんだなということがわかりましたので、一つ加工できないかなと思うのは、行動６でキャリアカウンセリングを行っていくわけですけれども、キャリアカウンセリングを行うだけで、５ページ目のマッチングというところにすぐ行くわけではないと思いますから、このマッチングの定義が何なのかというのはあるんですけれども、可能であれば、「職場実習・マッチング」とかいうような形でできないのか。
　キャリアカウンセリングをするだけで、どんどん福祉施設から雇用への移行ができるというものでは現実的にはないと思うし、実際に今大きな成果を上げているのは、トライアル雇用とか職場実習ですから、そこを強調できないのかという気がして見ていたというか、そういう思いを強く感じました。
　あともう１つ、欲を言うならば、東京ジョブコーチが今後始まってくるわけですけれども、実は、職場実習の中で就職への移行支援はなかなかやりたくてもできないというか、もちろん就業・生活支援センターであるとか、区の就労支援センターもできると思いますけれども、せっかくできる東京ジョブコーチが縦横無尽に都内で多数の方に就労支援をしていくとすれば、こういったところに東京ジョブコーチの役割を、職場定着支援というだけではなくて、マッチング段階の職場実習というようなところでの支援はできないのか。それは今すぐやってほしいということではないです。ただ、そういう方向もあるのではないかということをご検討いただけないかということをお話ししたいと思いました。

○今野座長　今おっしゃられた中で、カウンセリングですぐ就職というのではなくて、職場実習とかマッチングが重要だというのは全く異論がないと思うんですけれども……

○岡野委員　ですから、マッチングというところに、この図の中に「職場実習」という言葉を入れることが……

○今野座長　この図って、どこの図ですか。

○岡野委員　５ページ目のここの流れ図の中の「マッチング」というところに「職場実習・マッチング」とできないのかなと。

○今野座長　それは全然いいんじゃないですか。ジョブコーチが縦横無尽に走り回るというのはどうですか。どこかに入っていますか。

○飯田課長　ただいまご質問をいただきましたジョブコーチの件ですけれども、20ページの行動17、「中小企業に対する支援を強化します」という項目の「○」の２つ目で、「東京ジョブコーチ支援事業の推進」と書いております。こちらのほうは、国のジョブコーチを補完する形で今年度から東京都が独自に20名ずつ３カ年で60名要請しようというものでございまして、今年が立ち上げの年ですので、まずは中小企業をはじめとする職場定着支援をしっかりやっていきたいと考えているんですが、今の岡野委員のご指摘を踏まえて、職場実習のマッチングのほうでも縦横無尽にできるかどうか、今後も検討して頑張ってまいりたいと思います。

○今野座長　ということは、この文章には入れないということね。いろいろ言ったけど、それはいいですね。

○岡野委員　とりあえずメッセージを伝えましたので。

○今野座長　ほかにございますか。

○山鼻委員　５ページの障害者のライフステージのところで、２番目のパラグラフで初めてというか、「企業から福祉」ということで、今、これは全体的に就職に向けてということなので、企業の一番の心配である途中離職者、もしくは定年退職者、働けなくなった方をどうするかというところを言及していただいたのは非常にありがたく思っております。

　これが、「「企業から福祉」に向かうベクトルについても、適切な支援をしていきます」ということで、取り組んでくださるだろうなというのは期待できるんですけれども、先ほどのジョブコーチのような具体的なものが全然ないので、ここら辺はもし何か既に腹案がありましたら、もうちょっと掘り下げて書いていただけると、企業側としても非常に安心できます。無理でしたら、これを入れていただけただけでもありがたいと思っておりますが、ここのところを企業は非常に苦慮しているということをご理解いただければと思っております。
○高橋副参事　直接というよりも、区市町村の就労支援センターとか、障害者就業・生活支援センターを通して、個々の支援の中で重点的に支援をしていくということですので、具体的に何かこういうツールでもってというようなことは今の段階ではないものですから、すみません、この言葉だけにとどまるかと思います。

○山鼻委員　今まで全体の道筋がなかったんですね。その道筋がないのが道筋をつけていただけるんだったら、非常にありがたいなと思います。

○今野座長　弱気だね。じゃ、これでいいわけね。

○山鼻委員　一言これが入っただけでもありがたいんです。この行動に基づいてやっていただければと思います。

○今野座長　わかりました。ところで、「ベクトル」という言葉があるんだけど、何でここが横文字なんだろうと今ちょっと思ったんです。

○山鼻委員　「向かう」とあるので、方向性は要らないかなと思います。

○今野座長　日本語にしてください。ほかにございますか。

○福島委員　今の５ページの図ですけども、実施する主体が、下のほうに東京労働局、ハローワークと幾つか入っているんですけども、東京労働局、ハローワークは、この図の中でいえばどこに入るんでしょうか。
○高橋副参事　ここに表現がないので、入れていきたいと思います。マッチングの上のところあたりに表記していきます。すみません。
○箕輪委員　11ページのところで、コラムですね。中小企業団体中央会さんで出していただいた資料の中で、下のほうの送り出し側の事情のところですが、ほかの全体の行動とかも含めて、障害のある方ご本人のせいではなくて、かかわっている人がいろいろ改めなければいけないということを全体に書いてあるというのを考えると、表現として、例えば一番下の「利用者が一般就労への意欲がない」というよりは、「利用者が一般就労をする意欲を引き出すことができない」とかにする。本人がだめみたいな感じになっていますけど、一部そういう方もいらっしゃるかもしれないんですが、ここでやろうとしていることを考えると、意欲を引き出すことが今はできていないというようなことにする。

　あと、その１つ上の「作業能力のある障害者が一般就労すると」というのは、ここも主語を付け足せばと思ったんですが、施設全体としての作業の質とか量が減る。工賃というよりは、施設としての収入が減ってしまうので、送り出すことをあえてしていないということをよく聞くので、もう少しはっきりとした施設側の事情である。そのためには、その上に書かれている受け入れ側の場合には、「◆　障害者雇用の阻害要因」という「◆」が入っているんですが、送り出し側のところも、例えば「◆　地域移行への阻害要因」とか、対比するような形で入れて、送り出す側が今こういう事情があってというふうにしていったほうがいい。ほかのところでは、障害のある方ご本人のことはなかなかあまり出てきていないので、支援する側の課題を出していったほうがいいのかなと思いました。
　もう１つ、ついでに。10ページのすきっぷさんの図なんですが、私たちのようによく知っている人は大体わかるんですけれども、ここの図をもう少し丁寧にしてあげないと、一般都民の方が見たときに少し混乱をするのかなと思ったので、どう入れたらいいのかは全然わからないんですが、すきっぷさんのほうでまた違ったパターンの絵があるならば、素人の人がぱっと見たときに流れがわかるようなものがあればと思ったんですけど、ほかの方はこれで大体わかりますかね。
○朝日副座長　２～３行で説明が必要だとか何か書いて……。
○箕輪委員　そうですね。その２点です。

○今野座長　では、２つとも表現の問題ですから、箕輪委員、ほかにもあったら赤を入れて、ちゃんと渡しておいてください。
　大分時間になってきたので、大塚委員、発言されていないので……。あまり爆弾発言しないでくださいね。

○大塚委員　感性的な表現なんですけど、宣言のインパクトをどう加えるかというところでは、何か具体的な提案をしなくちゃなと思っていたところです。それと、視点の並ぶ順番についても一定のルールがあるのかなと思いつつ、私の理解力があまりないので、視点のルールがいまいちわからなかったというのはあって、どんなふうに並べれば一番いいのかなと考えていたところです。この２点です。

○今野座長　ということは、そのうちいい案を出していただけるということね。

○大塚委員　文句を言うんじゃなくて、提案しなきゃいけないと思っていましたので、赤を入れてお送りしようというふうに思っておりました。

○今野座長　送ってこなかったら知らせて。催促するから。

○高橋副参事　１点だけ。最初の宣言の団体の並び順についてご意見を伺いたいんですが。
○今野座長　いかがですか。並び順は、私なんかは全く興味ないんだけど、何かありますか。

○大塚委員　宣言はルビ入りにするんですか。障害のある人もない人もこれを見ていただくという視点だと、やはり……。
○松浦幹事　一般的には、ルビ版と点字版はつくる予定です。
○今野座長　１ページ目の並び方は、東京都は、本当は一番先頭に立って目立ちたくないと言っているんですが、これで何かありますか。

○岡野委員　うちなんかは一施設でしかないですから、一番下でも構いませんけど。

○今野座長　せっかく真ん中にいるんだから、いいじゃない。

○岡野委員　非常にご配慮いただいてありがたく思うんですけど、経営者協会とか、商工会議所、中央会とかの大きな組織があるのに、うちが先に来ては申し訳ないなという思いをしながら今見ていました。

○今野座長　これは一定のルールがあるの。東京都が上に来たという理屈はわかったけど、そこから下のルールは何かあるの。

○高橋副参事　当初と逆に行政を先にしたということです。

○今野座長　行政関係を先にしたということですか。では、行政を先に行くか、民間を先に行くかというルールのどっちをとるかということね。これでよろしいですか。

　では、順番はこれでよろしいということにさせていただいて、先ほどからもお願いしていますように、文章の表現とかいろいろあると思いますので、赤を入れていただいたのを事務局に出していただければと思います。
　その議論の修正をして、それをまた起草委員会で原案をつくっていただいて、最終調整ですけれども、ちょっとやってもらわなきゃわかりませんが、大構造改革があったら、もう一回協議会をやらなきゃいけないですよね。そうでもなければ、私と起草委員会にお任せいただければと思うんですが、その辺の判断もお任せいただきたいと思いますが、よろしゅうございますか。

　いずれにしても、起草委員会で私も入って直して、それをもう一度メールベースで見ていただきます。それはやらせていただいて、また赤を入れていただくというステップをとりたいと思います。では、そういう形で進めさせていただきます。

　あと、公表の時期なんですが、事務局のほうで十分調整の期間をとりたいということですので、公表の時期については今のところ明確にできないので、事務局と再度調整をしたいと思っておりますので、ご理解いただきたいと思います。発表の時期について何かコメントありますか。
○松浦幹事　こういう形で各関係機関の皆様方の連名のもとの行動宣言ということで、私どもとしてはできるだけ早く発表したいなという気持ちもあるんですけれども、今日もありましたようにいろんなご意見があって、それを数回直して、皆様ができるだけ納得した形の文章に直して発表したいと思っています。ただ、やはり秋までには発表したいなというのが気持ちでございます。

○今野座長　では、発表時期についてはそういうふうにさせていただきます。
　これで宣言ができたら、予算措置とか、人員措置を伴うことについては、それぞれの団体でご努力いただきたいということでしょうね。宣言したんですから、そういうことになりますかね。よろしくお願いします。私からのお願いでございます。
　最後に、この協議会の今後のあり方について事務局から提案があるようですので、お話しいただけますか。
○高橋副参事　天野委員からもご意見がありまして、事前配付させていただいたとおりでございますけれども、事務局といたしましても、この協議会は、いろいろな立場の方のご意見をお伺いすることができまして、大変有意義であったというふうに思ってございます。

　当面は、今、座長からもありましたとおり、一たん一区切りということで整理させていただきたいと思います。けれども、せっかくですので、東京都の障害者の就労・雇用を推進する場として今後とも存続させていきたいということで、一たん終わりになるのですが、今年度の終盤以降になるかと思いますけれども、また新たに、課題設定をさせていただきまして、声をかけさせていただきたいと考えております。その節は別途ご依頼をさせていただきたいと思いますので、またご協力いただきたくよろしくお願いいたします。

○今野座長　それでは、今日は珍しく早いんですけれども、ここまで来ちゃったから、また議論するわけにいきませんので、終わりにしたいと思います。

　長い間ご協力ありがとうございました。これで終了いたします。

午後３時24分閉会
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